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ローザ・ルクセンブルグ財団交流記録　　髙林正廣

★注　
聞き取れない、意味が理解できない部分は、「？」マークをつけたり、表現を変えたり、削除したりしているところもあるので、「忠実な」記録にはなっていません。

ドイツ側の発言はＤ、我々の発言はＳで示します。

？→聞き取れない、あるいは意味不明

〈　〉→私の追加語句

●テーマ　綱領草案、ドイツの政治状況について
出席者　ミカエル・ブリー博士（社会分析研究所所長）、ライナー・ゲリンク博士（社会分析研究所副所長）、ユーデッド・デルハイム博士、ブランチ博士、他1名
日時　３月２２日10～13時

場所　ローザ・ルクセンブルグ財団本部会議室

Ｄ：ローザ財団について。ローザ・ルクセンブルグについて、①反軍国主義・反帝国主義のラジカルな活動家で、②社会主義を主張し、③ソビエト権力と対決した、と捉えている。

財団の組織について。左翼党に直属はしないが、近い立場をとる政治団体。子会社としてディーツ出版社をもつ。部門構成は、政治教育、研究、国際的な対話と協同、学習、財務管理。本部職員130。16の州本部。外国に16の支所がある。アジア（北京、ハノイ、ニューデリー）、中南米（ブラジル、エクアドル、メキシコ）、アフリカ（３カ国）、中近東（イスラエル、パレスチナ）、ロシア、ポーランド、セルビア、ブリュッセル、ニューヨーク（今年中に新設）。各種の講座を開講。学生・研究者に奨学金を支給。
Ｓ：社会主義協会についての説明。1951年結成。綱領的立場は、日本において平和革命によって社会主義社会を実現することである。綱領にあたる「社会主義協会の提言」があったが、ソ連・東欧社会主義の崩壊をうけて、1998年から提言の見直しを始めた。2002年に提言の見直しを集約したが、その中身は、基本的な考え方を見直す必要はない、生産手段の社会的所有は当然である、ただし、その方法については問題があったことは明らかで、研究の必要はあるが、……？。当面は、反独占、民主主義、反帝国主義戦争の統一戦線をめざす。
　本部と９つの支局があり、さらに県支部がある。活動分野としては専門部会として、理論、政治、労働、青年、女性がある。社会主義青年同盟、労働者学習組織である「労働大学」と共闘している。「社会主義」という機関紙を発行している。組合員680万人の連合に協会員がいる（主導権を握っているわけではないが）。社会党を階級的に強化するという立場で活動してきたが、1996年に社会党が民主党、社会民主党、新社会党の３つに分裂し、協会員はそれぞれの党で活動している。

国際交流は、中国の社会科学院マルクス主義研究院、３年前からローザ・ルクセンブルグ財団、去年からベネズエラと行っている。　
Ｄ：来年の日本への訪問を考えている。相互の機関紙の交流を考えたい。

Ｄ：日本からの質問項目に関して質疑応答をこれから行う。

Ｓ：①「綱領草案」で、資本の覇権の克服が長期になることを、基本理念として述べている理由は何か。
Ｄ：２つ理由がある。１つには、歴史的経験、文化的な変化？である。十数年来、資本主義を極端に変化させること・切断についての議論をしてきた。極端に変化させると、資本主義下での社会主義的な発展が重視されないことになる。我々左翼は、資本主義の延命する力が強いことを軽視してきた。その結果、左翼勢力の信頼性が疑われてしまった。２つには、文化、生産諸関係の分野等の段階的変化が必要になることである。体制転換は長期的な期間を必要とする。いろいろな問題が発生する、多様なプロセスである。改良的なものもあるし、断絶的な変化や、逆行・退歩もある。我々の議論はネップの時代の議論に戻ってきている。非常に幅広い多様なプロセスの変化が続く。変化のプロセスは、国民・人々が学ばなくてはならない過程でもある。自己学習のプロセスでもある。このプロセスは長期の過程を要する。資本主義の矛盾を一般大衆がいかに学びとっていけるかという問題である。資本主義は生き延びる力が非常に強い。ローザ・ルクセンブルグは、極端な社会変革が可能であるとの考えをもっているが、それも勘案しなければならない。リーター・クラインの「体制転換についての問題点」という論集がある。マリオが書いた、受身的な革命と資本主義の克服という論文がある。
Ｓ：所有関係の変革を目指すと綱領では述べているが、部門の公有化をすすめるのには、時間がかかるということか。

Ｄ：現在すでに広範な社会化が進んでいる。所有関係の変革は長期的な変革である。法的な所有関係の変革は容易で短期にできる。しかし、所有関係の実体化？は長期的な過程である。構造的な変化を短期に行うことは難しい。
Ｓ：公有化を進めるにあたって、どの分野から進めていくか、構造的な順序を考慮するということか。

Ｄ：どこを優先するのかという問題はある。国民経済での重要な産業分野かどうか、所有変革を行う政治的な機会があるかどうかが関連する。生産手段の所有関係がどうなっているか、デジタル化されたもの？をどうするか（これは３０年前にはなかった問題だ）。現在は、所有形態が多様化している。それについての社会的解決も進んでいる？。左翼の役割も小さくない。インフラ・生存権に関する分野で、１５年来、再私有化が行われたが、それに対する闘いも小さくない。以上のような点から、従来の左翼勢力が主張してきた社会的所有関係の問題は、小さな役割しか果たしていない。エネルギー産業を民主的に国有化する必要がある。エネルギー企業を地方自治体が開発し所有していく傾向がある。このような傾向において左翼は一定の役割を果たしている。ドイツでは共同決定権が認められているが、投資面での影響力がない点が問題である。

Ｄ：所有形態の社会化については、綱領では、具体的な順序はついていない。党内の意見交換では、機会があれば所有関係の変革の着手をするという合意はある。公共部門が私有化されたが、再度、公有化を進めていく。ドイツでは銀行が公共的なものになっている。共同決定権を拡充し、投資への影響力をもつようにしたい。また、協同組合方式等の所有形態も考えていく必要がある。

Ｓ：国民の意識の変革、自己学習にふれていたが、今のドイツでは、学校教育の中で、公共、所有関係、労働者的学習はなされているのか。

Ｄ：義務教育では、福祉問題は政治科目で行われている。しかし、経済問題については、公共的経済や連帯的経済？についての教育は行われてはいない。各企業で、経済問題、経済協力？について私的に教育を行っている。そこでは、？教員用の指導書があり、訓練が行われている。学校の中での経済教育は、企業側の経済教育になっている。
Ｓ：②綱領草案での、1970年代の経済危機と、新自由主義への転換について。1970年代の経済危機当時、ドイツやイギリスでは社会民主主義政党が政権を握っていたが、その後、新自由主義的政権にとって代わられた。政権を奪われた要因、新自由主義への転換を許した要因をどう捉えるか（経済危機に対して「新自由主義に対抗しうる、左翼の側からの政策」を、当時の社会民主党は提示・実行できたのか）
Ｄ：社会民主主義は、戦後発展してきて、特に労働運動の中でも重視されてきたが、所有関係〈の変革〉、共同決定権、経済計画の3つをつなげようとした。しかしそれは1970年代にほとんど崩壊した。1970年代は挫折したが、今の左翼は、その3つの再建を図る初期の段階にある。資本主義克服の長期性、共同決定権、大衆の意識の変革は、大変な問題である。
Ｓ：③綱領草案での、民主的な社会的所有形態、公的・集団的所有形態について。企業の公的・集団的所有制については、多くの歴史的経験、多くの議論がなされてきたが、それらについてどのような評価をしているか。ユーゴスラヴィアの労働者管理、1980年代のハンガリーの経済改革、中国の社会主義市場経済、第2次大戦後のイギリス、フランスの社会民主主義政党による国有化、新自由主義からの公企業批判、スウェーデンの福祉国家についてどのように評価しているか。　
Ｄ：理想的な所有関係を作りだそうとする考えはない。社会主義、共産主義理論において、所有形態についての議論は200年来続いている。問題は、公有化の対象である。金融、財政、エネルギー、運輸、化学等。所有形態は深い矛盾を含んでいる。所有形態を解決したら社会問題はなくなると考えるのは夢だろう。

Ｄ：所有とは何かが問題である。党内の議論では、法的位置づけが中心的な議論となりがちだが、民主化、権力をどう動かすかという面も考えなくてはならない。ドイツ基本法第14条では、所有は社会的な責任をもつという規定がある。所有関係の問題は、社会的勢力関係の反映である。生活困窮者の所有という問題……。？第14条についての議論は、一般大衆の中では重視されなくなってしまう。党で議論されている国有化は、社会化が進んでいる分野が含まれている。各党員における、個人的利害の重視と一般的な公有化の目標との格差が克服できない。一般的な公有化についての想像？はある。
Ｓ：社会的所有にする目的はいろいろある。マルクスがいっているのは、搾取・労働力商品化の廃止等だが、マルクスとは別に、自然独占の分野、公共財の分野、産業振興、雇用の形成等の目的もある。マルクスが主張する社会的所有の目的のためには、社会全体の社会的所有化が必要になるが、20世紀社会主義は、主として効率的でないという点から、破産したという現実がある。1980年代のハンガリーでは、社会的所有の全面化と市場経済とを結合させようとしていて、結局できずに終わったが、社会的所有の全面化と市場経済の結合は不可能と考えるか。

Ｄ：それは社会主義を進めていくうえで、ほとんど不可能である。その問題は我々の議論の中核にある。量的にみると、ソ連の経済成長は無意味ではなかった。成長し続けるには革新性に欠けていたことが問題だった。

Ｄ：非常に難しい問題だと思う。一つの問題は、現実の社会主義国は、経済的困難をなぜ克服できなかったかである。社会主義国の再生産能力を前向きに刺激できなかった。各人・各集団が、生産能力を発揮できる分野がなかった。マルクスの所有についての意見では、彼らの能力をどのように社会的に活用していけるのかの問題を提起している。ローザ・ルクセンブルグは、社会主義的所有関係の下でも、小さな所有を認めるべきだという議論を提起している。労働者であると同時に所有者であるべきだという考えがありながら、社会主義諸国では成功しなかった。そうした考えが排除されてしまった。よって今後の発展では、個人の利害を大事にして進めていく必要がある。
Ｓ：スウェーデンの福祉政策、福祉国家についてどうみているか。

Ｄ：スウェーデンは、世界やＥＵと比べて格差は小さかったが、近年、福祉国家の状態が大きく変化してきている。スウェーデンが福祉国家の方針を取り入れた頃は、未だ農業国だった。当時福祉を実現するには農民を包摂する必要があったが、農民は保険料を払えない人たちであり、そのため、国家〈負担〉によって福祉制度を拡充していった。それが労働組合の活動によって、長期間維持されてきた。しかし経済的変化に伴い、変化してきた。労働意欲が低下してきて、それに対して支配層・経済界が対策をとった。市場経済を中心にした経済運営になってきた。児童の保護や生涯学習が企業側の利益にそって行われるようになってきており、労働組合の役割・地位が低下してきている。その結果、格差が拡大してきている。労働組合がより積極的に格差を是正することが必要である。
Ｓ：ワークフェア、ベーシック・インカムについてどうみているか。

Ｄ：ベーシック・インカムとは、最低賃金のことか。

Ｓ：違う。ドイツやスウェーデンの「緑の党」が主張しているものですが。では、ワークフェアについてだけお伺いしたい。

Ｄ：労働市場について、市場志向の経済政策へと変化してきているということか。

Ｓ：就労義務と福祉政策の結合という意味です。
Ｄ：全国民が安心して生活するのが福祉の基本である。スウェーデンやデンマークで顕在化してきているが、労働意欲が低下すると給付を急激に減らすという政策をとってきている。我々は、公共部門の就労機会の充実をして、労働意欲と高い給付を両立させる方向へもっていこうと考えている。労働意欲と給付の問題については、ドイツの左翼全体で激しく議論されている。
Ｓ：エネルギーの地方自治体所有について具体的に教えて欲しい。
Ｄ：日本では地方自治体所有の電力会社はあるか。
Ｓ：ない。

Ｄ：ドイツでは基本法で、地域住民の基本的生活については地方機関が行うことになっている。よって、地方自治体が独自のエネルギー工場を持っている。しかし、大電力会社の方が優れている面もある。地方自治体の財政難で、エネルギー工場を売却することが起きている。左翼は、地方自治体所有の電力会社の民主化を考えないで、公的所有だけで済ませる傾向がある。地方自治体所有の電力会社が、経営権を他の電力会社に売る形態もある。経営権の購入代金を地方自治体が住民から徴収することについての問題が生じている。再公有化の運動になっている。しかし、再公有化には、再買収の費用、効率化できるか、代替エネルギーの選択の問題がある。再公有化・民主化が、エネルギー独占の解体になる。かつて地方自治体所有に対する私有化に反対したグループだが、2年前から、地方を中心にした住民運動が強くなってきている。
Ｓ：④綱領草案での、為替相場制度について。最も重要な主要通貨の為替レートは目標ゾーンを設けて安定させなければならないとあるが、現在の為替相場を具体的にどのような制度に変革するのか。
Ｄ：1944年ブレトン・ウッズでの会議において作られた国際通貨制度が1970年頃まで続いたが、ドル中心の国際金融制度は間違っていた。現在、中国がブレトン・ウッズ協定の改正の提案をしている。
Ｄ：ドイツには公的な金融制度が存在しているが、それの民主化及び維持を目指す。今回の金融危機にあたって、政府は銀行へ多額の資本を提供しているが、そのことを利用して銀行を国有化しろと要求している。また、国際金融の清算の制度を改革していきたい。このことはケインズがブレトン・ウッズ会議で発表したことである。国際収支黒字が多額になることを罰する制度である。それと関連して、ＥＵの中での輸出入の不均衡の是正が必要である。輸出入の格差を国際清算の制度で直していく。綱領では、これ以上の議論は進んでいない。日本の左翼のあいだで、国際金融制度についての議論はあるか。

Ｓ：学者や経済官僚などは議論をしている。先ほどの話は、ケインズの国際清算同盟のような制度を作るということですか、スティグリッツが国連報告で提案したような制度ですか。
Ｄ：ケインズの理論には各国の区別がないから、国際収支の関係はケインズの理論にはない。ケインズの理論は一般大衆の貧困化に対応するものである。

Ｄ：左翼党の考え方は、スティグリッツの考えと非常に似ている。ただし、それを超えて新しい国際金融制度に向かいたいと思っているが。そして、金融があまり権力を持たないようにする必要がある。それは、投資部門の社会化、銀行の改革、課税政策、地域の財政と関連する。各国の収支が均衡化されなければならないが、そのためには経済部門の改革も行われなければならない。すなわち、ドイツの輸出優先の経済構造を崩し、内需を復活させる必要がある。福祉、エコロジー重視の経済構造へ変えていかねばならない。
Ｓ：⑤綱領草案での温暖化対策について。温暖化ガスを2020年までに1990年比で半減、21世紀半ばまでに90％の削減を目指すとあるが、ＥＵの目標（2020年にマイナス30％〈アメリカ・中国等の参加を条件〉、2050年にマイナス80％）と比べて大胆な目標になっている。目標を達成できる根拠は何か。温室効果ガスを低レベルに抑えるシナリオについての諸研究では、原子力や二酸化炭素貯留の利用を前提としているが、それらに頼らずに、目標をどのように達成できると考えているのか。

Ｄ：福祉とエコロジーと民主化の3つの問題は、原料問題を通して、世界平和とも関連する。社会主義的な体制転換でこの3ないし４点を重視する必要がある。
Ｄ：去年12月にボンでの会議があって、その３ないし4つの問題の調整について議論した。ノルトライン・ヴェストファーレン州での露天掘り施設の開発について、住民運動との関係でどう対応すべきかを議論した。住民運動のイニシアチブをどう位置づけるか。同州には、核燃料の隔離場所があるので、それが平和運動とも関係してくる。エコロジー、民主化、個人・地域の利益の実現を目指す下からの運動体を作りださねばならない。ＣＯ２削減といった大きな目標ではないが、住民の利益に関する運動だから軽視してはいけない。提起された問題点は建設的だが、議論をもっと洗練されたものにする必要がある。左翼は恵まれない人々の利害を代表しなければならない。生活の改善も、民主化、エコロジー、福祉と関連する。ローザ・ルクセンブルグは、下層社会の利益を代表しながら、同時に自然を大切にしたことは、著作から読み取れる。社会的な生活条件の改善は、エコロジー、平和、自然保護と切り離せない。切り離せない理由として3つある。①温暖化で２℃上がるかどうか、②２℃上昇すると、生活基盤を失う人が全世界でたくさん生じる、③水位上昇による影響、である。世界的、大陸的、ヨーロッパ的、各国での問題点を集約していく必要がある。ＣＯ２削減には、４つの分野で改善が必要である。すなわち、①エネルギーについては、エネルギー消費を削減する、効率向上、原子力発電からの撤退、代替エネルギーの集中化ではなく地方化、②運輸では、運輸を縮小、自動車輸送から鉄道輸送へ、③農業では、畜産の削減、それによる餌の食糧生産減少・化学肥料の削減、代替エネルギーの確保のための、途上国における農業生産の買収・独占に反対、④軍事については、攻撃的ではなく防御的なものにし、軍事費削減（ドイツ・ＥＵの途上国開発計画は、独自の原料基盤の維持に重点をおいているため、途上国への支援が軍事化している）、である。

Ｓ：⑥ＳＰＤ（ドイツ社会民主党）をはじめとする左翼戦線の共同行動（戦線）の展望について。現在のＳＰＤをどのように評価しているか。ドイツの左翼戦線の今後の展望をどのように描いているのか。その際に、ドイツの労働運動との関係、労働運動が果たす役割をどのように評価しているのか。また、欧州左翼党との連携の現状はどうか。

Ｄ：非常に悲しく残念なことだが、1998年にシュレーダー政権ができて、社会民主主義的政策が実現できると期待したが、経済・軍事問題について党内で、シュレーダーとラフォンテーヌの対立が深まった。その後、ＳＰＤは新自由主義へと向かった。金融制度の自由化、軍事化・海外派兵、公的年金制度の私的年金化、失業者への就労の強制、最低賃金制度がない状況下での低賃金層の拡大、十数年来の実質賃金の低下、労働組合の地位の低下、ＥＵ内での賃金格差の増大、である。赤・緑政権は、保守派政権でもできないほどの社会の改悪を行った政権だ。他のＥＵ諸国、イギリスやフランスでも同様だ。ドイツでは、低賃金化が厳格に行われ、社会的な民主主義が傷ついた。低賃金と就労の強制に反対して月曜デモが発生し、それが左翼党成長の下地になった。それまで労働組合は社会民主党の政策に同調してきたが、ＳＰＤが労働組合を重視しなくなってきた。そして、ＳＰＤや労働組合から脱党・離籍者が増加し、そのグループは、ＰＤＳ（民主社会党）とともに左翼党を構成することになった。ドイツで戦後初めて社会主義を志向する政党ができた。ＳＰＤは、シュレーダー政権の政策に一定の距離をおくようになったが、新しい社会民主主義をつくりだそうとするものではない。目下のＳＰＤの動き・選挙結果からは、他の党と連立するかは疑問だ。今回のハンブルグ市長・市議会選挙で、ＳＰＤが50％弱の得票率を得たが、その市長はシュレーダー政権で新自由主義政策を進めた閣僚だった。ＳＰＤがどうなるか、保守的な労働組合が今後革新的になるかについては、明らかではない。しかし、左翼の団結・協力は必要だ。左翼党は、左翼のモザイク的結集を提起している。左翼のいろいろな勢力といろいろな形での連携をしていく必要がある。社会的イメージをつくりだすこと、多様な構想を作り出していくことが必要である。統一戦線までは遠い距離がある。統一戦線を志向するかどうかについて議論するまでにもいたっていない。左翼全般が対立あるいは協力している状態で、どこへ向かっていくかわからない。金融恐慌があったにも関わらず、左翼全体は結集していない。国内の運動では、原発反対運動が根強く残っている。シュトゥット駅改造計画反対運動が行われている。しかしこうした運動は、中産階級の運動体になりつつある。最下層が除外されている。左翼党がいかに除外される最下層を代表していくかが問題である。左翼党は新自由主義政策に強く反対してきた。新自由主義の危機に対して新たな左翼の構想が作られなければならないが、実現していない。ローザ・ルクセンブルグ選集に「交通分野の改善」という論文がある。モビリティ〈移動性〉が優先されることがよいことなのか、自動車産業をいかに転換していくかの集会を、ライナーとマリオ〈財団の博士〉が開いた。このように、対決と協力の両面がある。

Ｓ：左翼党が、他党との協力に寛容なことはわかった。ＳＰＤ、緑の党、左翼党をつなごうとする、オスロ・グループや連帯的……？？があると聞いているが、これらをどの程度把握し、どう理解しているのか。
Ｄ：地方段階では、３党の協力はある。ベルリン郊外の村では、ＳＰＤが村長で、ＣＤＵ（キリスト教民主同盟）と左翼党が協力している。ベルリン市議会では、ＳＰＤが市長で、左翼党と連立している。ブランデンベルグ州では、２年来、左翼党・ＳＰＤの連立である。テューリンゲン州では、ＳＰＤは左翼党よりも得票率が少ないのに、ＣＤＵとＳＰＤの連立政権ができた。ザクセン＝アンハルト州では、ＳＰＤと緑の党の連立に対し、左翼党が閣外協力をしている。しかし、全国段階では、左翼党はＳＰＤに連立を拒否されている。ＳＰＤは緑の党を取りこみ、左翼党外しを画策している。
Ｄ：次の2013連邦議会選挙において、連立がどうなるかはわからないが、自分たちの活動を中心に発展させていこうと思っている。セクト主義は排するが、社会的な課題について社会的イメージを引き上げるような運動を具体的に進めていこうとしている。どこに協力のための接点があるか、追求していく必要がある。経済恐慌は未だ終わっていないが、この問題に対して左翼の結集が実現していない。社会民主主義のなかでの左翼党の地位は高まっている。連立には、３つの大きな問題－①ＮＡＴＯ問題②輸出の問題③金融問題－がある。左翼党の勢力が弱いので？、その３点について、同等の立場での議論をすることができない。
★時間の関係で、⑦左翼党の労働政策、福祉政策（自治体政策を含む〉について、⑧農業に関する政策について、は議論できなかった。
●東アジアの問題、日本の左翼の状況について
日時　２月22日14：30－17：20

出席者　ミカエル・ブリー博士、ハンス・モドロウ（左翼党最高顧問）他7人程度

場所　ローザ・ルクセンブルグ財団会議室

[東アジアの問題]

Ｓ：まず、日米安保について述べなければならない。日本に関しては、アメリカ帝国主義の動向が重要な意味を持つ。現在は、世界における米軍の一極支配の終わりの始まりである。そういう状況下で、アメリカを支えている最大の国が日本である。例えば、海外の米軍基地は約40カ国、800ヵ所余りあるが、日本国内には、約130ヵ所ある。日本政府が経費負担をしている。米軍基地費用の負担額は、日本を除く世界各国の合計よりも、日本の額の方が大きい。また、海兵隊・空母が駐留しているのは日本だけである。日本がアメリカの最大の支援国である。中国・朝鮮問題を考えるうえで、この日米関係を基本に捉えなければならない。
　中国問題についてだが、中国のＧＤＰは日本を抜いて世界第２位になった。それで、中国の軍拡が強調されている。中国の軍拡は事実である。しかしそれを脅威と見るかどうかについては、いろいろな見方がある。というのは、軍事力が先進国と比べて30、40年遅れているといわれてきた。最近は、20年くらい遅れているといわれている。空母やステルス戦闘機が最近騒がれているが、使えるようになるには10年以上かかる。中国の軍拡は事実だが、脅威として宣伝してきたのは、アメリカの国防報告（４年毎の）である。国防総省は中国の脅威を語るが、国務省はステーク・ホルダー論の立場に立っている。すなわち、中国と仲良くしてうまくおさめる、しかし、軍事力は抑えておきたいという両面を持っている。しかし日本の場合は、アメリカ国防報告の中国脅威論の丸写しで、その面だけを強調している。尖閣諸島の領有問題が最近中国との間で問題となっている。菅政権になって、日本領海に中国船が入ったことに対し実力行使をするようになった。国際法上は、両国が自分の領土だと主張しているのに、日本の法律で裁くようになった。1978年の日中平和友好条約での約束で、当時の鄧小平が50年間棚上げと主張し日本も認めた。50年間棚上げをしているのに、日本の法律で裁くことは、日本政府に非があることになる。そもそも領土問題は、フランス革命以来の国民国家の賜物である。自国の領土は、歴史的に大きくなったり小さくなったり無くなったりする．ＥＵが典型的だが、国民国家を乗り越えて協力しようという時代になってきている。しかし日本国内では、反中国のキャンペーンが強まっている。
朝鮮問題についてだが、朝鮮半島で今危機が迫っているといわれている。ミョンビョン島を北側が攻撃したことが、直接の原因である。この問題では、朝鮮戦争が未だ終わっていない、休戦協定でしかないことが根本的問題である。休戦協定では、南北の境界戦として38度線が引かれたが、この線についてはアメリカ、韓国、北朝鮮も認めているが、海上に関しては定めがない。米軍が一方的に、ミョンビョン島を含む不自然な境界線を引いて制限した。北朝鮮は認めていず、米軍が設定した北方限界線とは違う線を引いている。両方が領土問題で対立しているとき、武力で解決しようとするのは国際法上非難されるべきである。この事件では、北朝鮮が批判されるべきであろう。
極東アジアで危険な動きが強まっている。我々のすべきことは、朝鮮問題では６カ国協議、もっと広い観点では、東アジア共同体の形成である。グローバル化の時代といわれているが、他方ではそれに批判的なリージョナル化・地域化の動きが強まっている。典型的なのが中南米・カリブ諸国の共同体だ。東アジア共同体は、まだスローガンでしかないが、模索が始まっている。中東も複雑な事情があり、各国で事情が違うが、基本的にはアメリカ中心の世界のほころびが生じてきている。極東でも中国と平和協力をして、グローバル化でなくリージョナル化を進めていく必要がある。軍事同盟でなく平和的な共同体を、朝鮮・中国と協力して、東アジア共同体作りをする必要がある。
Ｄ：南北朝鮮問題と日本の関係についてどう考えるか。ロシアとの関係をどう考えるか。1987年北朝鮮にいって金日成と会った。彼は南北の平和的解決を提起していた。ベトナムでの解決方法は朝鮮では適用できない、もう一度朝鮮戦争をすることはできないという考えだ。４カ国協議が提起されていた。韓国には米軍基地があるが、北には中ソの基地はないといっていた。４カ国会議が南、北朝鮮、中国、ソ連なのか、ソ連、中国、アメリカ、日本なのか……。？
Ｓ：南北朝鮮問題に対する日本の関わり方については、まず北朝鮮と国交回復をすることだ。拉致問題等いろいろな問題があるが、国交回復を何が何でもやらねばならない。北朝鮮は、所有関係では社会主義だが、民主主義の角度から見れば極めて問題がある。しかしまず、国交回復すべきだ。

Ｄ：グロバリゼーション下で、リージョナル化が必要だということは理解できる。同時に、日本が米中の間にあって神経を使うことはわかる。２つの質問がある。①日本の今後の外交は、太平洋諸国でなくアジア中心で解決していくべきではないか、②ここ５年くらいで中国が急成長してきて、中国人の日本観光が増加してきて、日中の個人的つながりが発展してきている。日中の経済関係、日本への訪問、中国人の留学生など、こうしたことが政府に影響を与えるような状況が発生するか。

Ｄ：極東アジア共同体は、10～15年以内に形成されるのか。中国なしでもアメリカなしでも日本は存在できないというジレンマから、どうやって脱出するのか。ＮＡＴＯとロシアの関係は、２重の関係で何とか解決の方向に向かっているが。

Ｄ：鳩山元首相が、数年前に東アジア共同体の主張をした。それにアメリカを入れるか入れないかが問題となっていた。その議論はどうなったのか。日本、中国、韓国の間で議論が重ねられてきたと思うが、それはなくなったのか。それとは別の共同体の形成が問題となっているのか。アメリカはアジアへの関心を強めてきていて、それがアジアに緊張をもたらしてきている。中国はアメリカと妥協しようとしている。アメリカの軍事的影響力は低下してきたが、今後も長期に続いていくと思うがどうか。東アジア共同体にアメリカを入れるのか。アジアでは、強国が勝手に動けない状況がある。日中の政治関係は悪いが経済関係は良好だ。菅首相は、中国の成長を歓迎すると述べた。中国の成長は日本に利益をもたらすのだろう。地域の安全保障を作り上げていくことが重要だと思うが、経済協力の上に安全保障を作りあげていこうとする考えはあるか。中国は、軍事でなく経済協力・人事交流によって安全を維持していこうとしている。アメリカも含めて、経済協力を基礎に、アジアの安全を保障していく方向もあるのではないか。
Ｄ：社会主義協会は、マルクス主義の理論的研究・討論を進めている。数年前不破共産党党首と討論をした。不破は中国を訪問したときの印象として、中国で体験した社会主義の方針は、日本の社会主義の建設に有効だと述べていた。中国は……？が死んだ後、急成長してきたが、成長を社会主義的に維持しようとしている。左翼党の中でも、中国が社会主義を志向しているのか、資本主義的成長なのかの議論がある。社会主義協会では中国の社会主義についてどういう議論があるのか。

Ｓ：社会主義協会の多くの人は、中国を社会主義と見ている。市場経済のマイナス面である格差、貧困、及び暴動や民主化運動とか、マイナス面もあるが、総体的にみたとき、経済成長しているし、格差があっても飯は食えてる、12億人が食えるのはすごいことだ。いろいろ問題はあるが、社会主義だと考える人が社会主義協会には多い。日本の今後の方向として、中国かアメリカかという問題だが、中国との関係が、経済的にもこれからますます強くなっていくだろう。経済的つながりが、国同士の関係を良くするようにすべきだ。中国人が日本へたくさん来はじめている。日本人は中国を歓迎するというより、特に尖閣諸島問題以降、非友好的である。日本の青年層の就職難・低賃金という不満を、中国・北朝鮮への不満にすり替えようとするキャンペーンが広まっている。そうした傾向に対して、中国との協力関係を強めていく必要がある。東アジア共同体を目標にすべきで、簡単にはできないと思うが、対米関係を少しずつ弱め、対中国関係を強化することが必要である。
[日本の左翼の状況について]
Ｓ：社会主義協会は、政党としては、社会民主党、新社会党、民主党の３つの政党のいずれかに属している。民主党内の社会主義協会員は、ほぼ北海道に集中している。協会員の大半は社会民主党に所属している。また一部が、新社会党に属し、関西に多い。日本で左翼といえば、社会民主党と共産党で、民主党は入らない。協会員が民主党で活動している理由については、長時間の説明を要するので省略する。2009年８月30日の総選挙で政権交替があり、民主党を中心にした政権になった。民主党は議席の64％を占めて第一党になり、社会民主党と保守の国民新党の３党で連立政権をつくった。その後、社会民主党はアメリカの沖縄基地問題をめぐって政権を離脱した。最初の首相は鳩山由紀夫で、現在の菅直人はいつまでもつか心配されている。日本の戦後政治は、保守党である自由民主党単独統治の時代が半世紀続いた。なかなか政権交替できないという意味で、イタリアにたとえられてきた。イタリアは10年ほど前、オリーブの木で政権交替があったが、日本では今回初めて非自民党政権ができた。先進資本主義諸国で普通であることと同様に、政権交替ができる政治が実現した。政権交替の大きな原因は、一言で言えばヨーロッパと同じで、自民党が新自由主義的改革を行って、格差を拡大させたことである。これに対して民主党は、「国民の生活が第一」というスローガンを掲げて対決した。鳩山政権は、発足当初は70％を越える高い支持率を得、国連演説ではＣＯ２の25％削減を宣言して注目され、アフガニスタン支援でインド洋に派遣していた自衛隊を撤退させた。また、ダムや高速道路などの公共事業の凍結・見直しの着手をした。自民党政権がつくった予算を凍結して、抜本的に見直すこともやろうとした。私も含めて政権が代わることをみたことがなかった国民は、交替がもたらす大きな変化を衝撃的に受け止めた。しかし時間がたつにつれて、財源がなくて選挙公約を実行できず、沖縄の基地問題でも失敗して、鳩山政権は辞任に追い込まれた。2010年６月に代わった菅政権は、鳩山政権とは違って現実主義的になって、最近では新自由主義と妥協しているという批判も出てきている。安全保障問題も、鳩山政権のアジア重視から、日米同盟を中心に戻したため、中国やロシアとの外交関係がうまくいかなくなって領土問題などが発生している。私たちが日本を出発する時点で、菅政権の支持率は20％で、党内でも一部議員の造反が起きており、3月危機説が流れている。現在国民は、一時期の政権交替に対する情熱を失って懐疑的になっている。しかし、自民党が政権交替の受け皿として期待されているという状況でもない。世論調査では無党派層が約40％で、減税・地方議員の削減を掲げる、市町村の首長を中心とする地域新党が人気を得てきて、ポピュリズムが台頭している。１月現在の衆議院議席構成（定数480議席）は、民主党307、国民新党４、社会民主党６、自民党117、公明党21、共産党９、その他14である。参議院（定数252）は、民主党106、国民新党３、自民党83、公明党19、共産党６、社会民主党４、その他21である。参議院では与党は過半数に達していない。予算案は通せても、予算関連法案は通せないという危機的状況にある。私は1971年に日本社会党に入党した。1996年に民主党が結成され、加盟した。日本の政党政治では、自民党に代わって政権交替を実現する勢力を結集することが長年の最大の目標だった。民主党は政権交替そのものを目的として結成され活動してきた政党だ。この過程で様々な政治的潮流が民主党の中に含まれている。自民党から離脱した保守的改革派、保守的だが平和憲法を尊重する平和主義者、緑の党のような市民派、社会民主主義者、日本独特の民主社会主義を掲げる勢力、市場原理重視の新自由主義的傾向の者もいる。民主党結成当初は市民主義が強調され、官僚主義批判、小選挙区導入による政治改革が行われた。また、大きな政府を批判して、市場原理を重視する傾向も大きかった。2001～06年、自民党小泉政権が新自由主義的構造改革を推し進めた。ワーキング・プア、失業者は増え、貧困と格差が顕著になった。民主党は2007年から国民の生活が第一のスローガンを掲げて、新自由主義との対決構造が作られてきた。日本の政治学者は、民主党は社会民主主義の路線は採択していないが、国民の生活が第一というスローガンは、社会民主主義的な政治選択に近づいたとしている。しかし今の菅政権は、現実主義的であり、政策的に新自由主義的になっているという批判が出てきている。ただし、菅は市民主義者であり中道左派的な政治信条を持っている。政権をどう見るかについては、政治学者の間で意見が分かれている。私の信頼する政治学者は、現在は大きな移行過程にある、スペインのサパテロ政権やオリーブの木連合のような経験が日本でも新しく始まったばかりである、とみるべきだといっている。

Ｓ：社会民主党については、すでにドイツ語のプリントを渡してある。

Ｄ：「社会民主党宣言」の目次を見てみると、国際情勢についてあまり触れられていない。ドイツではアフガニスタン派兵の問題があるが、戦争と平和の問題について社民党及び左翼がどのように考えているのか。〈この質問に対する、我々の回答はなかった〉
Ｄ：社会民主党の思想的潮流として、社会主義、社会民主主義、その他と分けているが、社会主義と社会民主主義との違いは何か、両者の関係はどうなっているか。社会主義（共産主義）と社会民主主義は、ドイツではなかなか共闘できなかった経過があるが、日本はどうか。

Ｄ：社会党から社会民主党への党名変更に伴い、社会主義を放棄したとあるが、どういう勢力が社会主義をめざしているのか。
Ｓ：なぜ党名変更時に社会主義を放棄しながら、社会党の中に社会主義グループがいるのかについてだが、社会主義協会がある限り社会民主党の中に社会主義者がいる。それ以外の答えはない。社会主義者と社会民主主義者の関係については、党の論議において、イデオロギーについては論じない。個々の政策に賛成か反対かが問題で、社会主義者か否かは問題とならない。

Ｄ：政治的に、基本価値と分離して活動をやっていくことはできないのではないか。
Ｄ：社会民主党党員の高齢化が進んでいるとあるが、青年をどのように組織化しているのか。

Ｓ：青年の組織化については、労働組合からの加盟が多い。以前はお酒を飲んで仲間を作っていくという方法だったが、しかしそれだけでは長続きせず、脱退者もいたので、現在は、科学的社会主義を勉強して仲間を増やそうとしている。おかげで、香川では仲間は少しだけ増えてきている。

Ｄ：衆参のねじれ現象の下で、予算の問題を具体的にどのように解決しようとしているのか。〈この質問に対する、我々の回答はなし〉
Ｄ：国の借金が多いことを、左翼はどう解決しようとしているか。
Ｓ：財政再建については、①予算の執行の仕方を抜本的にきりかえる、②安心できる社会保障制度を構想しながら、それにみあった税制の構造改革を行う、これらについては一般的に同意できるだろう。民主党内には増税に対する抵抗があり、社会民主党、共産党は増税に反対である。国民に信頼される社会保障制度が提起されない、実現の道が提示されないことが一番の問題である。最近の世論調査では、信頼できる社会保障制度ができる限りでは、消費税の引き上げに賛成するとの意見も増えてきている。このためには、信頼される政府がまずなければならない。今の与野党は争いが中心で、信頼できる政府を作る流れになっていない。今の菅政権も信頼できる状態にない。
Ｓ：財政危機それ自体が問題なのではなくて、税収が10、15年位前の水準でしかないことが一番大きな問題である。税を払っている企業は全体の３分の１でしかない。失業者が多く、労働者は低収入であり、税金を払える能力を個人や企業がもてるようにしなくてはならない。日本の国債は10年もので１％の利子であるが、国債は直ぐ売れ信頼は揺らいでいない。企業は大量の遊休貨幣があるから、それがある限り国債が売れる。企業が、国債を買うのでなく雇用を拡大する設備投資を行うような政策をとる必要がある。
[モドロウ氏との交流]
Ｄ：ドイツの左翼は地域的に制約され、国際的な活動ができていない。左翼党は2005年に誕生した若い政党である。1989年の東ドイツ時代に民主社会党〈社会主義統一民主社会党〉が、民主的社会主義という理念の下に誕生し、1990年２月に完成して党〈民主社会党〉ができた。これは東ドイツ社会主義統一党の終わりを意味する。東ドイツ社会主義統一党230万人の党員の10％が残った。今の左翼党は2005年に結成し、東西両ドイツに組織がある。旧西ドイツの左翼党の前身は、「下層社会のための選択肢」という形でできあがった。民主社会党は旧西ドイツには基盤のない組織だったが、結合することによって旧西ドイツにも基盤ができた。結合した2つの組織には違いがまだ存在している。旧東ドイツ地域では25％の得票率、旧西ドイツ地域では6.5％から８％の得票率である。合同後、連邦議会議席獲得のための「５％条項」を突破できた。16の州議会のうち、左翼党議員がいないのは旧西ドイツの３州だけだ。今年そのうち２州の選挙があり、左翼党が議席を取れるだろう。左翼党は全国的な政党になるだろう。左翼党には３つの潮流がある。①民主的社会主義のフォーラム、②社会主義的左翼③共産主義フォーラムとマルクス主義グループ、である。綱領は未だ採択されていないが、10月の党大会で採択の方向にある。同時に党規約も決める。綱領草案、党規約についての統一的見解は現在のところはない。ＳＰＤとの関係をどうするかは、複雑な条件下にあり、解決できない問題が残っている。ＳＰＤの元党首のラフォンテーヌが脱党し、左翼党に入り党首になった。これが左翼党とＳＰＤとの関係を複雑化させた。ラフォンテーヌは昨年５月の党大会で、党首選に立候補せずザール州に戻った。ベルリン市、ブランデンベルグ州では、ＳＰＤと左翼党との連立政権ができている。しかしＳＰＤは、全国段階では左翼党とは連立しないといっている。連立は可能だと思うが２つの問題がある。一つは、左翼党は下層社会の利益を前面に出す。例えば富裕税をかけ下層社会に分けようとすること、二つには、ＮＡＴＯへの対応と軍事・平和問題である。国民の70％はアフガニスタン派兵に反対であるのに、連邦議会は5000人の派兵を行っている。左翼党はアフガニスタンからの撤退を掲げている。この2つの点がどうなっていくかが問題である。
社会主義協会は、左翼党と日本の左翼政党の関係をつくりだす役割を担って欲しい。ローザ・ルクセンブルグ財団と社会主義協会との交流を恒常化したい。以前は内外の政党との関係はしっかりしていた。1972年社会党の紹介で日本へ行った。今まで14回訪日した。しかし今は関係が崩れてしまった。来年ローザ・ルクセンブルグ財団から日本へ行くかもしれない。長期的に準備をして、意味のある交流にしたい。モスクワに財団の支所があるが、そこで将来、日本とロシアの交流をしないか。ロシアの、社会民主主義を志向する政党「公正なロシアのために」（党員30万人、社会主義インターへの加盟を検討中、欧州の社会民主義政党と交流中）と交流をしないか。
Ｓ：ローザ・ルクセンブルグ財団を来年2月頃招待するが、具体的な点は今後つめていきたい。ロシアの件は検討させて頂く。
　

●テーマ　「派遣労働に対する最低賃金法制定要求集会」見学

日時　2月23日9時～9時30分

場所　首相官邸前広場

●テーマ　サービス労組連合会（ヴェルディ）の闘い

日時　2月23日10時10分～11時

出席者　ザビーネ・ライナー（労組役員・財団本部役員）

場所　サービス労組連合会会議室

Ｄ：ヴェルディについての説明。運輸交通労組、市町村・州・連邦の行政機関職員、金融・保険、郵便・電信・電話、商業その他のサービス業について、組合員200万人以上を結集した組織である。自分の仕事は経済政策担当で、国内経済政策についてヴェルディの立場を明らかにしていくこと、組織の資料の作成、経済政策を労働組合の立場から分析することである。一般のテレビ・ラジオ・新聞は、企業側の意見を反映しているので、それに対抗して、2週間に1回労働者向けの情宣紙を発行している。

今日の集会について。今日の集会は、ドイツ労働総同盟が行った、「派遣労働者に最低賃金法を要求」する集会である（現状の時間給は7.5ユーロだが、8.5ユーロを要求している）。労働分配率が、10年前の70％から63％に減少してきている。この減少は、労働協約改定闘争が弱いためではなく、経済的な制度の変更による。〈組織〉労働者の所得は悪くなっていない。2003年から新自由主義的改革・労働市場政策による、派遣労働の拡大・就労の有期化・ミニ・ジョッブなどのせいである。新規就労者の50％が有期労働である。景気が回復してきても賃金が上昇していない。輸出依存のため、低賃金政策がとられている。輸出増加は国民の好評を得るが、世界全体が輸出黒字になることはできない。ＥＵ内の北の工業国と南の農業国の間では、後者が貿易赤字になっている。メルケルは南も北と同じ政策をとるべきだとしているが、我々は、ドイツの賃金を上昇させて、ＥＵ内の南の国がドイツへの輸出を増やせるようにすべきだと考えている。ドイツの国家財政支出が減少してきている。賃金上昇とともに、公共支出の増加が必要である。低賃金層が増加してそれに対する国家補助は増加している。連邦憲法裁判所は労働市場改革が間違っていると判決した〈2010年2月9日、ハルツⅣにおける、失業手当Ⅱの14歳未満の子供への基本給付額を成人の60％とする規定を、憲法違反と判決した〉。連邦議会で生活保護費〈失業手当Ⅱ〉の引き上げが問題となり、与党は社会給付の増額に反対だったが、与野党の妥協が成立した。しかしその妥協内容では、判決をカバーできていない。従来、労働協約で高い賃金を得ているから最低賃金法は不要だとしてきて、ドイツには最低賃金法がなかった。しかし、低賃金層が増加してきた。「労働協約に基づく派遣賃金を」という要求に対して、経営側は受け入れず、黄色労組が低賃金の協約を結ぶ現状もある。同一労働同一賃金の闘いを進めていく。就労の有期化にも反対である。低賃金層をなくそうとしている。明日の抗議集会は、全国300ヵ所で行われる予定で、よりすぐれた労働のための政策要求で、労働安全・健康維持問題も提起している、労働を卑下する傾向に対する運動である。公務分野での就労（例えば幼稚園の先生等）も有期化が進んでいる。

Ｓ：有期雇用が50％になっているとのことだが、技術の伝承に支障が出ると思うが、それについてどう思うか。

Ｄ：労組としては、技術の継承が遅れると警告している。専門職が不足しているという経営側の宣伝がある。新規就労者の50％が有期化、全体の12％が有期化されている。有期労働の再雇用が行われないのは、未熟練工などである。ドイツでは学卒後、企業での雇用を前提に職業学校に行き、その後2年間は企業に就職できる。しかしその後再就職できない場合が生じている。有期労働者が労組に入ってこない傾向がある。

Ｓ：　日本では派遣労働者の組織化が企業別組合のため困難だが、産別労組のドイツではどうか

Ｄ：事業所にある従業員評議会が、派遣労働者の組織化をする。サービス業ならヴェルディが組織化する。金属労組の製鉄関係だけは、派遣労働者についても同一労働同一賃金の協定を結んでいる。業種別、産業別に派遣についても協約を結ぶ運動をしているが、まだ広まっていない。

Ｓ：サービス産業での派遣の割合は？

Ｄ：派遣労働者は以前は10～20万人ぐらいだったが、目下100万人ぐらいだ。サブプライム恐慌後派遣が急激に増加している。派遣労働はフランスではドイツの4倍だが、同一労働同一賃金ではないが最低賃金法がある。デンマークの医療では派遣労働が増加しているが、医療部門の労働力不足により派遣のほうが正規より賃金が高い。ドイツでは労働力が過剰なので、デンマークとは逆である。2011年5月よりＥＵ内の労働力が自由化する。これまではドイツは労働力が過剰だから労働力移入の制限の特例が認められていたが、これに対応しなければならない。

Ｓ：フィラデルフィア宣言では「労働に尊厳をもたそう」としているが、そういうことをドイツは意識しているのか。

Ｄ：ドイツ労働総同盟は、「よりよいすぐれた労働を」というスローガンをかかげている。自分の労働について、賃金、労働に対する尊厳、責任のアンケート調査をしたところ、無視されている、軽蔑されているという結果がでた。サービス労働の価値を高める運動をしている。ヴェルディの過半数は女性で公務関係が多い。生産部門より賃金が低く、労働の質が重視されていない。特別な訓練・教育が必要ないから低賃金になっている。低賃金層の割合は女性に多い。日本と同様にドイツも男女の賃金格差が大きい。

●テーマ：社会民主主義について

日時：2月23日　11：30～12：45

場所：　ベルディ会議室

出席者：　ティルマン・フヒター（ドイツ社会民主党本部職員）

　自己紹介・経歴。ＳＰＤは、支持率40％の弱い政党である、と同時に支持率20％でも強力な政党でもある。？ドイツ統一によって、ＳＰＤの性格・水準・意識が崩れてしまった。しかし先週のハンブルグ市長・市議会選挙が、一つのきっかけとなる。旧来の要求を基盤として50％弱の得票率を得た。旧来の要求とは、①労働を中心とした社会を作りだす、②国民の大多数をカバーできる福祉制度であり、この2つの要求だけで、ＣＤＵや緑の党を克服できる。左翼党の得票率は7％弱で、大した役割を果たせない、窓際的役割しか果たせない。この要求を進めていけば、窓際的政党は存続できないだろう。ＳＰＤは労働を重視した政策を要求していかねばならない。そして社会的生活の安定も中心におく必要がある。ＳＰＤは、緑の党や左翼党によるハルツⅣ法の議論に巻き込まれてはならない。国民は労働を重視した社会を必要としている、福祉の安定を求めている。旧西ドイツ地域の左翼党は抗議政党で、協力はできない。しかし、旧東ドイツ地域の左翼党は国民政党であり、ＳＰＤと協力できる。左翼党は国民政党にならなければならないだろう。窓際的問題を扱うのが中心になっている。国民大多数に対する指導性を確立することが必要である。旧西ドイツ地域の、反対だけの勢力を、左翼党が抱き込んだことを残念に思う。元ＳＰＤで、その後左翼党に入った秘密警察出身のリーター・ディームは、左翼党副党首として、党内から左翼党を崩壊させる役割を果たし、後にザクセン州へ引きこもった。左翼党は反対能力しかない人々を排除していくべきだ。ホースト・バーシュとなら協力できるが、今の左翼党指導部とは協力できない。旧西ドイツを基盤とした反対能力だけの勢力が、重要ポストについている。偶然な要因で党幹部が決まってしまう。ＳＰＤの新ハンブルグ市長のオラフ・ショルツ（前労働省大臣）のような優秀な人が、中央に戻ってくるべきだ。左翼党の党内民主主義がプラスになっていない。東ドイツの社会主義統一党時代に対する反動で、民主化の名の下に優秀な人が追い出されてしまっている。ＳＰＤの旧来からの要求、①福祉と生活安定、②労働の尊厳を高める？、さらに、世界的な金融制度を批判的に再集約する、ＥＵ内でドイツが独自の政策をとって、アメリカの独占的支配を崩していく、こうすれば、ＳＰＤは40％の支持率の強力な政党になれるだろう。

そして旧東ドイツ地域の国民政党としての左翼党と連立できるようになるかもしれない。福祉拡大・給付の拡大のぶん取り合戦になりがちだが、連立のためには、それを乗り越えた社会主義の構想が必要だ。反アメリカではなく、独立した政治を目指すべきだ。ハルツⅣ法のことで社会民主党が、左翼党や緑の党によって批判されないようにしないと、連立はできない。ラジカルな民主化は左翼の結集を阻害する。左翼勢力が再建されるには、社会の分析能力の向上と指導性の確立が必要だ。ＳＰＤと左翼党のそれぞれの党員を10％切り捨てると、緑の党が左傾化して、緑・赤・赤の連立政権ができる。こうした新しい方向をみいださないと、今後数十年間保守を打ち破れない。

Ｓ：左翼党内で、排除すべき否定的な部分として、ラフォンテーヌ一派をいっているように受け止めたが、ラフォンテーヌが左翼党と合流していった原因をどうみるか。

Ｄ：ラフォンテーヌの問題は別である。彼は何回も裏切りをする。戦災を受けた子で、父が戦死し母親に育てられた。イエズス会から教育費を負担してもらったが、その会員をやめＳＰＤに入った。彼はＳＰＤをたいひようの政党？にした。左翼党を抗議政党にした。そしてまた裏切って、ザールに戻って泣いている。家族の温かみを知らずに、政治活動の中でも他と温まることを知らずに終わっている。優秀なインテリだが。質問に直接答えると、ラフォンテーヌを否定的部分だとは思っていない。旧西ドイツの左翼党は、旧西ドイツ内の左翼的文化グループを全部吸収した雑多な集まりである。ホモから始まり虹のように多様な色の反対グループで、社会主義的文化を志向していない。消費を中心にした社会は無理で、輸出型の産業基盤を前提に生産中心の社会を作るべきだ。バーシュなどが復帰しないとだめだろう。ＳＰＤは、党大会で選出された役員ではない、その役員の下部の人々を大事にする政党になる必要がある。

Ｓ：基本的な政策の一つとして、「労働を中心にした社会」を挙げていたが、それについてもっと説明して欲しい。

Ｄ：近代的な生産構造を推進するという意味で、単に下層労働者を党員として獲得するのでなく、近代化に必要なエンジニア・理論家・経営者など、保守党を支持してきた人々を吸収できるようなＳＰＤにする必要がある。より優秀なインテリがＳＰＤには必要だ。ハンブルグの新市長のオラフ・ショルツは、労働市場改革を主張してきた人だ。与党の労働省大臣として、短期労働者の育成・保持を提案し、短期雇用を可能にしていこうとした。金融恐慌後の雇用減少に対し、国家の補助金支給と有期雇用で雇用を拡大した。東欧からの労働力移入の制限切れに対し、ＳＰＤも左翼党も、10年延期の決定をすることができなかった。労働力移入問題は人権問題だとする緑の党などの主張に対して反対ができなかった。転換期にあたって、社会主義の構想に対して不満を持っている。アメリカ的な新自由主義がドイツの内政に大きな影響を与えたし、左翼にも影響を与えた。サッチャーはイギリスの産業部門をだめにした。ドイツもサッチャーのまねをして産業をだめにした。生産性ある産業構造を作り出すため、他の階層も組織して再建すべきだ。

Ｓ：輸出競争力がつくような労働市場改革を進めていくことが必要だという見解か。

Ｄ：労働市場改革はもうすんだ。生産的な産業構造を作りだす。社会福祉中心ばかりではなく、生産性を向上させねばならない。ヨーロッパにおける平準化を目指すなら、ＥＵ内の南部の育成を考える必要がある。ルクセンブルグ、ベルギー、デンマークのような、生産を志向した産業構造を作りださないと、南部の育成資金が作り出せない。ＳＰＤは30歳以下の青年の意向を重視しすぎで、高齢者を党の役職から外す。青年と老人、男女が協力する党を作る必要がある。

Ｓ：ＣＤＵとの連立をどう評価しているか。

Ｄ：我々は、メルケルを過小評価してきた。権力を維持することについては有能な人間だが、政治を形成する力はない。基本的に現状維持だ。これに対して，ＣＤＵの青年層は不満がある。ハンブルグの選挙結果を見ると、現状維持の政策も変化するかもしれない。

Ｓ：シュレーダーはどう評価しているか。

Ｄ：冒険家である。アメリカからの自立を主張した。シュレーダーはアメリカ政治に厳密すぎた。？自動車首相とも言われたが、福祉だけでなく、福祉の基盤としての経済発展を主張した。生産性向上は福祉のための剰余を作りだす。党内では独断的だった点は問題である。少数派の排除は良くなかった。良かった点として、ロシアを正当に高い位置づけを与えていた（媚は売らずに）。イラク戦争については、ドイツの自立性を主張した。ＳＰＤは労組と協力はするが、独立した、自主性ある関係をとる。

Ｓ：ＳＰＤ内のグループ、政治的な潮流はどうなっているか。

Ｄ：たくさんある。生産性の高い近代的な産業構造を作りだすという中心的な目標で、結束していくことが必要である。

Ｓ：旧東ドイツの社会民主党についてどうみている。

Ｄ：東西で、成長し平準化する必要がある。しかしそれは、40年かかるかもしれないし、できないかもしれない。東西には利害対立がある。左翼党は旧東ドイツの利益の代表となるなら、前進するだろう。

●テーマ　外交・安全保障政策について

日時　2月24日9時30分～11時

出席者　ハリー・グルンベルグ（連邦議会議員ボルフガング・ゲーレック氏の政策秘書）

場所　連邦議会左翼党会議室

Ｄ：中東問題について。この問題は神経を尖らせる問題である。というのは、①石油の供給国が多い、②欧州南部への移民・難民をもたらす、③ここ数週間の革命的情勢、による。この地域での中核の問題は、イスラエル・パレスチナ問題の解決の遅れである。モロッコからアフガニスタンまでパレスチナの問題が影響を与える。この地域は、社会的不平等が不安を引き起こしている。この地域は、70％が30歳以下で若年層が多い。そして就労しているのはその50％でしかない。産油国でない場合、国民の50％は貧しい。1日1.5ユーロの収入しかない。このためちょっとしたことで政治的に過激化する。ＥＵの中東政策が現在の革命的情勢のきっかけとなっている。ＥＵの中東政策は、この地域を自由貿易地域化しようとした。その結果、ヨーロッパ大資本による、５～10人程度の中小企業、家族経営的企業を破壊した。また、技術中心の雇用吸収力のない資本が流入した。そして、アラブ地域の農家経営を破壊した。福祉を重視した民主化が必要だ。社会的平等なしに、民主化もできないし、政治を安定化することもできない。うまくいかないと難民が欧州に流入する。左翼党としては、国境はボーダレスが原則だが、しかしアラブ人の流入がこの問題の解決ではないだろう。中東での改革は、中国のようにはならないだろう。低賃金での安い生産、輸出型の生産は無理であり、内需重視であるべきだ。中期的には利潤を放棄した生産が必要だ。？長期的には、経済協力を連帯性の上に作りあげて……。？この地域での1979年の革命によって、イスラム教勢力が増大した。この傾向は、今回のチュニジア、エジプトの革命的動向によってさらに加速するだろう。宗教的な理由ではなく、家族を守ろうとか、子供に教育を受けさせたい等の理由での大衆の動きが始まっている。今回のこうした動きを利用しないと改革はできない。社会的公平を実現させていく必要がある。1979年革命は、ＩＭＦの小さな政府政策に対して反対したものだ。中産階級は私的に教育を受けることが可能になったが、貧しい大衆はイスラム教の団体に、医療や教育や食糧を依存するしかなくなっている。政府がそれらのものを供給するようにしなければならない。新自由主義の政策をやめ、国の支出を増加すべきである。これにより、欧州とアラブの格差が解消へと向かう。

この地域では、イスラエル・アラブの武力闘争が一番の問題だ。武力によらない解決が必要だ。1967年当時の領土範囲にして、エルサレムを首都とするパレスチナ国家を建設すべきだ。イスラエルの住宅建設は撤去すべきだ。相互の６％の領土を交換する必要がある。イスラエルの住宅建設に対し、国際的に圧力をかけるべきだが、アメリカが拒否権を使って妨害している。アメリカが軍事的にアラブ地域を支配しようとすることは誤っていることが、イラク戦争で明らかとなった。中東におけるアメリカの軍事力を削減していく必要がある。ドイツの連邦議会において左翼党は、パレスチナ国家ができたら直ちに承認するよう動いている。イランの核問題も平和的に解決していくべきだ。イスラエルの核保有に対して、戦争によって解決しようとしたら大変なことになる。中東から核兵器をなくすことが望ましい。現在の騒乱も平和的に解決していくべきだ。こうした問題が解決できれば、次の大きな問題、水の問題に対処することができる。例えば、ナイル川流域の水の問題である。

アラブ諸国の左翼勢力を強化していくことが必要だ。これに関してＳＰＤはジレンマにある。というのは、アラブの社会民主主義政党を社会主義インターから除外したばっかりだからだ。中東の左翼勢力、労働組合の育成・支援が必要だ。

Ｓ：リビアのカダフィ政権の崩壊は、アメリカにとってプラスになると思うか。

Ｄ：リビア情勢が今後どうなるかはわからない。リビア国内の東西分離・対決になるかもしれない。東側には油田やその輸出港がある。そして反カダフィの部族がたくさんいて、イランやアルカイダが支持・支援をしている。だから、カダフィ政権の崩壊はアメリカにとって好ましくはならない。リビアの石油はＥＵに輸出されており、ギリシャ、スペイン、イタリアは大きな影響を受ける。リビアの石油は国営であるが、政権が崩壊すれば多国籍企業の石油をめぐる争いが生じるだろう。リビアは国営化や社会的生活の安定化政策をある程度行ってきたが、崩壊すれば格差は拡大するだろう。ＥＵにはリビアからの難民流入を抑えようとする動きがある。リビア問題で、ＮＡＴＯがどう対応するかの問題が生じる。アメリカがイスラム主義を拒否するとすれば、カダフィ政権保持になるだろう。
Ｓ：仏独は、イラク戦争には反対したが、アフガニスタンにはＮＡＴＯ軍を派遣している。対応の違いの理由は何か。

Ｄ：2001.9.11テロがあって、ＮＡＴＯはテロに反対だから、テロ対策としての戦争に賛成した。私自身は、テロ対策として戦争をすることは正しいとは思っていないが。イラクについては、イラクの武力は他国に脅威を与えるものではないという情報が入っていた。ブッシュ大統領はテロ対策であるという理由を使えなかった。ドイツでは総選挙前で、シュレーダー政権がイラク戦争反対を主張し、選挙勝利の一因となった。アフガニスタンは中央アジアの原油・天然ガスを運ぶ交通の要路になっている。一つのルートは、シベリア→中国、もう一つはパキスタンのカラチ→インド→中国である。インド、中国の発展に影響する位置にアフガニスタンがあるので、欧州がアフガニスタンに関わることは、インド・中国に対する影響力を持つことになる。しかし、アフガニスタン問題は軍事的には解決できていない。バシュトゥーン人の部族は、アフガニスタンでの抵抗からパキスタンでの抵抗に重点を移している。危険な状態が続いている。タリバンと交渉しない、妥協しないという対応では、問題は解決しない。

Ｓ：ドイツも日本も、国連の常任理事国に入りたがっているが、国連についてどう考えているか。

Ｄ：左翼党は常任理事国入りに反対である。保守派は、欧州で主導勢力になりたがっている、国際政治への影響力の拡大を目指している。ソフトな帝国主義路線だ。国連改革が必要である。拒否権の廃止、第三世界の影響力を増加させる改革が必要だ。

●テーマ：国際金融危機問題と左翼党の戦略について　

出席者：ファビオ・デマージ氏（左翼党職員。専門－ヨーロッパにおける金融経済政策）。ミカエル・シュレヒト氏（左翼党連邦議会議員。国民経済チーフ・エコノミスト）は病気で欠席。

日時：2月24日11時～13時

会場：連邦議会左翼党会議室

Ｓ：　ここ数年来、Ｇ20などで金融規制をしようという議論があるが、それについてどう考えているか。金融規制ばかりでなく、国際通貨制度の改革も必要になると思うが、具体的にどう改革すべきと考えているか。

Ｒ：　過去30年位、金融制度は少しずつ是正されてきている。しかし、危機は金融機関だけの危機ではない。スティグリッツが国連で発表したように、労働分配率が低下してきた。そして、利益の多くが金融機関に集まり、マネーゲームが行われ、金融危機・経済危機がひんぱんに起こるようになってきた。発展途上国のような弱い国から波及が始まり、発達した工業諸国にも影響するようになってきた。国民大衆・労働者から収奪する金融機関になっている。世界各国の経済力の格差を是正しないと、危機の根本的な解決はできないだろう。ドイツや日本は輸出型の産業構造になっており、世界経済の発展に支障をきたしている。輸出が黒字の国があるということは、他方で、赤字の国が存在するということだからだ。各国の経済力の格差を平準化しないと、根本的な解決はできない。ブレトンウッズ体制の問題点を明らかにして、新しいブレトンウッズ体制をつくる必要がある。その問題点とは、アメリカのドルを中心にした構造である。新しい体制は、円・ユーロ・ドルについて協議された固定為替相場制にする必要がある。

Ｓ：この問題は国どうしが納得しないと改革はできないが、アメリカを納得させることができるだろうか。

Ｒ：２つの方法がある。一つは、多国間協議、一つは各国独自の規制である。アジアでは各国が、資本の移動の制限策を実施したが、その政策は成功してきた〈1990年末のアジア金融危機後のことか〉。ユーロができたため、ユーロの脅威の下で生活しなければならなくなっている。？現実には簡単にはいかないと思うが、国連が改革を主導することが要請されている。去年のＧ20では、アメリカは我々の案に一応の理解を示すことになった。しかし、中国やヨーロッパは輸出が制限されては困るということで、ブレーキをかけてしまったが。中国の再提案には興味をもっている。今回の金融危機は、先進諸国に対し、これまでにない圧力をかけてきている。経済的な条件が問題なのではなく、各国の政治的な圧力がどのように大きくなっていくかが問題である。政治的圧力は、労働運動がこの問題に関わっていくことによって生みだされる。

Ｓ：固定為替相場制と資本の自由化とは両立しない（国際金融のトリレンマ）といわれているが、その点についてどう考えるか。

Ｒ：為替相場を安定させるためには、資本移動を厳密に監視しなければならない。そうでないと、ジョ－ジ・ソローのような私的投資家が自由に金を動かすことになってしまう。協議によって定められた為替相場があれば、輸出入が容易にできるようになる。現在は変動為替相場制のため、うまく商取引ができない。為替相場は、経済力や商品の取引と無関係に動いている。金融機関によって為替相場が決められているということは、政治の影響力が小さいからである。ＥＵ内では為替相場が不安定ということがないから、各国がとる福祉・金融などの政策が安定化している。今回の金融危機で問題となったスペインとアイルランドは可能以上の生活・支出をしてきたが、国家債務は日本より少ない。国家債務の大小が問題なのではなく、企業や個人の債務の程度が問題なのだ。企業・個人の債務が国の財政赤字を生む。？誤った金融政策のせいだ。ＥＵ内は為替レートの変動はないが、ドイツの賃金水準が低いので輸出が増加し、一方スペインやアイルランドが借金をすることになった。イタリアは……。？そしてユーロの危機が発生した。ＥＵ内の国際収支の安定化のためには、ドイツが高賃金化し、輸出を減少させることが必要である。以前は〈変動相場制になるまでは〉、貿易収支の不均衡に対し為替相場の切り下げができたが、現在は、賃金を切り下げる対応をとることになっている。それが、各国の金融危機・ドルの不安定化をつくりだしている。

Ｓ：為替相場の変動について、日本銀行やＦＲＢ（アメリカ中央銀行準備）に対し、政府が大きな圧力をかけるのではないか。

Ｒ：協議された相場を決めるのは政府である。中央銀行は政治からの独立を主張するが、国民を無視して、中央銀行自身の利益を考えている。欧州中央銀行の大きな課題は、インフレ対策だといわれる。例えば賃上げがあると利子率を上昇させる。しかし、不動産価格の上昇は放置している。中央銀行は投機的な投資分野（食品や不動産など）の金利を操作できるのに、なるべく避けている。中央銀行は、寡占的金融企業の影響を受けている。

Ｓ：労働運動の圧力が必要だということは、労働分配率の上昇が必要であることとイコールと理解してよいか。

Ｒ：そういうことです。

Ｓ：日本ではデフレ状態が続いていて、またリーマン・ショックがあって不況になり、賃金が抑えられているが、ドイツも同じ状況にあるのか。

Ｒ：1980年代に戻ってみると、ドイツは日本に追い抜かれると当時警告されていた。国際競争力をつけるために賃金上昇を抑える必要があるといわれていた。当時の日本は競争力がある、優れた製品だとされていたが、その後停滞した。今のドイツは当時の日本に似ている。目下のところ、ドイツは輸出で恵まれている、輸出型産業のおかげで成長していると政府は喜んでいる。しかし、低成長の時代のことを語らない。昔から、階段を下りると、やがて上がる苦労をしなければならないといわれてきた。長期的にはドイツは日本と同じ状況になるだろう。ドイツ以外の国は緊縮政策をとるから、ドイツの輸出が困るようになる。現在は中国のおかげでドイツはどうにかなっているが。

Ｓ：日本では、国際競争力をつけるために、賃金が下げられ、非正規労働者が3分の１以上になっている。一方巨大企業は、国家予算の3倍の蓄財を持っている。ドイツでは巨大企業が一手にもうけているという状況はあるのか。

Ｒ：　おそらく似通った状態である。ドイツでは、シュレーダー政権が就労者の4分の1が低賃金層になる政策をとった。国際競争力をつけるためとして低賃金政策がとられ、その結果国内市場が狭隘化する。そして国内投資は行われず、アメリカへの投資を行い、そして金融危機が起きた。巨大企業はもうけたが、ドイツの成長率は低かった。国際競争力をつけるためという言葉は、労働運動を抑えるための口実である。日本は終身雇用制だったが、安定した雇用関係ではなくなってきたようだ。しかし、終身雇用制の全部が壊れたわけではないのでしょう。

Ｓ：大企業では、年俸制などの成果型賃金制度が増えてきた。大企業の年金制度も、アメリカ型の自分で投資するような形態を取り入れてきている。公務員についても、成果型賃金が取り入れられてきている。

Ｓ：ＥＵの経済統合を促進した要因は何だと考えるか。

Ｒ：ユーロの導入の成果については、ヨーロッパの歴史をふりかえる必要がある。ヨーロッパにおける安全保障制度がなかったら、ユーロも実現していない。自国の通貨制度を放棄する条件がなくてはならない。ユーロはそれ自体、進歩的・左翼的なものだと思う。第一に、通貨投機を避けられるようになった、第二に、欧州中央銀行は、各国間の金利格差を利用した各国金融機関の行動を阻止できるようになった。一方、経済政策については、各国の自律性を認めた。欧州中央銀行はドイツ連邦銀行と似たような性格を持っている。①共通の通貨の存在、②資本を提供する市場が独自に存在している。？各国の国債が存在する。ドイツは、欧州中央銀行が債券を発行することに反対している。もしそれができると、各国の金融政策に大きく影響するからである。今回の危機で各国政府は債券を発行し銀行を救済した。欧州中央銀行は、金利1％程度で金融機関に貸し出しし、金融機関はその資金を10～11％の高利で貸し付け利潤を得た。進歩的経済学者は、？欧州中央銀行が自分で債券を発行して資金を配布することを提案している。
ユーロの背景には各国の様々な利害がある。80年代初めはドイツはユーロの導入に反対していた。80年代初めフランスのミッテラン社共連立政権は、公共投資拡大の政策をとり、それに対しドイツはフランスから資金を引上げた。フランスは公共投資の拡大政策によりフランが下がり、欧州の通貨が不安定になった。ドイツがＥＣから後退するのではないかと考え、フランスは公共投資を中止した。こうした経過でユーロができた。欧州中央銀行をドイツ中央銀行のようにするということで合意した。2つ目の理由は、ドイツ再統一だ。ドイツのコール首相は、ドイツの再統一を主張したが、ミッテランはドイツがＥＵに同調しないとドイツ再統一に反対すると脅しをかけた。イタリア、ポルトガル、フランスは財政困難で安定した通貨を望んでいた、一方ドイツは輸出のために安定化した通貨を望んだ。救済策としてのユーロと、輸出のためのユーロの2面がある。ユーロ導入の犠牲者は労働者である。

Ｓ：ユーロ導入は国民生活にプラスにはならなかったということか。
Ｒ：ユーロができたのは、政治的力関係だった。ラフォンテーヌは、シュレーダーとの権力闘争に負けた、大衆新聞の買収で負けた。彼は1999年当時欧州のほとんどが社民党政権だったので、それを活用して欧州をオルタナティブな経済地域にしようとした。しかし、シュレーダーやブレアは右傾化していった。労働運動が負けたともいえる。

Ｓ：報告者は政治的な要因を指摘しているが、私は、各国の大企業の競争のなか、合理化の手段として通貨統一・経済統合があったのではないか。ドイツがＥＵの経済的支配を強化するために経済統合したのではないか。ドイツ以外の国は自国経済救済のために、ドイツに追随するしかなかったとみているが。

Ｒ：そういうことでしょう。経済的支配地域として、ドイツは、ロシア・東欧、フランスは北アフリカ・中東という分割で話がついたのではないか。

Ｓ：Ｇ20の今回のサブプライム危機に対する金融規制がうまくいって、今後の世界資本主義は安定した成長ができる体制になっていくと思うか。21世紀初めにアメリカでＩＴバブルとその崩壊、そして今回のサブプライムのブームと崩壊があったが、今後はどうなっていくか。資本主義経済における信用は、景気変動を拡大する作用を基本的にもっているのではないか。ケインズ以来の景気刺激政策として低利子政策が使われてきたが、その効果があまりなくなってきたのではないか。そして、そうした低利子政策が金融バブル・危機を引き起こすことになっているのではないか。経済の不安定性は、物や資金のグローバル化によって起きている面があるから、国際的な取引を縮小していくことも考えるべきではないか。そうしたことをふまえて、今後の世界の資本主義についてどんな見通しをもっているか、お聞きしたい。
Ｒ：資本主義は非常に生命力がある、生き延びる力がある。資本主義は好戦的・前向き？になっている。第二次大戦後最大の不況下なのに、各国政府は克服してしまいそうだ。各国政府は国民大衆からの収奪によって克服しようとしている。問題は、経済政策、金融政策、金融機関のあり方ではなく、国民大衆が政治的にいかに抵抗できるかだ。資本主義が弱体化しているという見解もあるが、今まで資本主義は危機を克服してきた。しかし、社会がこれまでのように進んでいくと、経済的矛盾はさらに大きくなっていくだろう。しかし政治的反応がもっと変わったものになるともいえない。自由競争の野蛮な社会に戻っていくのか。欧州の左翼は理念的、理想的になってはいけない。日常生活の問題に神経を集中して大衆？？が起きないようにすべきだ。？　右傾化の危険性、不況の先鋭化、大企業の利潤増加、格差の拡大等が生じるかもしれない。金融規制があまり効果をもたないかもしれない。低賃金を〈消費者〉信用の拡大でカバーし、……は、金融機関では解決できない。？信用は麻薬である。自国の周りを中心にした方向に行くべきだ。アジア金融危機の後、資本の移動規制が成功した。国際協力が労働運動と無関係なところで行なわれてきたことが問題だ。ＥＵ内の国民大衆の中に、ＥＵ統合から一歩距離を置く傾向もある。国際協業は、現在は、金融機関の自由化だけに役立っていて、競争の悪い面だけが実現しているという学者もいる。金融機関の規制に対して、ロンドンの金融機関が緩和の圧力かける。生命力のある資本と同様に労働運動も柔軟に対応していくべきだ。国際的な協力については、地域的・大陸的に可能ならば労働運動の観点から利用していく必要がある。国際協力を避けるべきだということではない。

●テーマ　ドレスデンでの左翼党の活動

日時　2月25日16時15分～18時

出席者　アンドレス・ナウマン（ドレスデン市議会左翼党議員）、スターテス・スーディアス（左翼党州本部役員）

場所　宿泊ホテル

Ｓ：議会構成はどうなっているか。

Ｄ：ザクセン州、ドレスデン市の議会勢力双方とも、第一勢力はキリスト教民主同盟、第二勢力が左翼党である。議員の半分は女性である。ドレスデン市の人口は50万人、有権者は30万人、キリスト教民主同盟とＦＤＰ（自由民主党）の連立政権で、市議会の議席（70）はＣＤＵ23人、ＦＤＰ9人、左翼党12人、緑の党11人、ＳＤＰ9人、その他である。

Ｓ：市財政はどうなっているか。

Ｄ：市財政の収入は、消費税の一定割合、所得税の一定割合、営業税、土地税、州からの補助金、犬税。市財政の支出は、人件費、福祉支出、投資、管理費、市立建造物、緑地帯管理、道路整備、教育などだ。教育内容と教育の人件費は州、教育施設は市が行う。

Ｓ：宮殿の維持はどこがやるのか。

Ｄ：ザクセン州の所有なので、州が負担する。

Ｓ：公立病院はあるのか。

Ｄ：病院には、私的、州立、市立がある。ＣＤＵによる病院民営化の動きがあるが、阻止している。

Ｓ：医師の不足はないか。

Ｄ：農村、小都市では不足している。

Ｄ：どうやって民営化を阻止しているか。

Ｄ：署名活動など、住民を動員している。住民投票制度がある。5年前に７万戸の市営住宅が民営化され、アメリカの企業に売り渡された。

Ｓ：労働組合も運動に参加しているのか。

Ｄ：病院内の労組は参加していない。従業員評議会が民営化に反対しているところがある。

Ｓ：ＳＰＤは民営化に対してどうか。

Ｄ：地域のＳＰＤは民営化に反対である。連邦レベルのＳＰＤは必ずしも反対しない。市、州、連邦で、ＳＰＤの質が違う。

Ｓ：市職員は何人か。

Ｄ：5千人だ。警察・消防も含めてだ。20年前には１万５千人だったが、10年前は9千人だった。

Ｓ：日本では、行政改革による市職員削減に伴い、精神疾患などが増加しているが、ドイツではどうか。

Ｄ：ストレスによる疾病率は増加している。

Ｓ：日本の消防員には団結権がないが、ドイツではどうなっているか。

Ｄ：職員ではなく吏員なので、スト権はない。ただしサービス労組連合ヴェルディに入っている消防員もいる。警察官を二千人削減するとの州の政策に対し、警察官が勤務時間外にデモを行うということがあった。

Ｓ：健康保険制度はあるのか。

Ｄ：ある。私的健康保険か公的健康保険のいずれかに加入する。保険料は年齢・職種によって違うが、私〈市議会議員〉の場合、月250ユーロ以上の保険料だ。本人の一部負担もある。介護保険制度もある。

Ｓ：高齢者医療は無料化されているか。

Ｄ：されていない。

Ｓ：環境問題の課題は何か。

Ｄ：自然とのつながりを持った健康な都市づくりで、建物の景観、自動車交通量の削減、緑地の拡大、エコロジー的建造物の建設、公共交通機関の拡大、自転車道路網の拡充などだ。

Ｓ：環境問題について、他党との協力関係はどうか。

Ｄ：左翼党，ＳＰＤ、緑の党が協力している。市議会で過半数を得るには、無所属の4人が協力してくれるかどうかが鍵となる。

Ｓ：病院や市営住宅以外に、新自由主義的動きはないか。

Ｄ：自動車増加を抑制していない。福祉重視でない。私立の、キリスト教系の幼稚園・保育園が増加してきている。新自由主義化が進むと、政府も地方自治体や国境もなくなっていく。新自由主義によって政府の力が弱まってきたことに対し、民衆が自己の権利を主張する動きが高まってきた。その動きを左翼が結集するべきだ。現在の北アフリカ、アラブの動きもその例だ。そこでは若い人々が動いている。

Ｓ：東ドイツ時代と比べて変化はあるか。

Ｄ：以前は画一的に行われてきたが、自治が拡大されてきた。欧州委員会、国、州からの指示・資金提供があるが、各自治体がかなり独自に決定できる。東独時代は、生活の心配がなかった、家賃・物価は安い、職場があり、解雇されず、医療・福祉に問題がなく、教育は無料だ。バナナは食べられなかったが。今は自由があるが、社会的安定はない。

Ｓ：外国人問題はどうなっているか。

Ｄ：ドレスデン市の外国人は、ベトナム人1300人、中国人700人、ロシア人1000人、イラク人300人、日本人12人など２万人で、住民全体の4％を占める。第２次大戦後、南欧諸国からドイツへ男性労働者が流入してきて、後に家族を呼び寄せるようになって、ドイツにおける外国人が多くなった。ドイツには住民の30～40％が外国人という都市もあるが、ドイツ全体では８％である。外国人のための「市の委員会」がある。外国人のドイツへの統合を目指しているが、外国人に対しドイツ人になれというのではない。文化、伝統、習慣を維持しながら、ドイツ人と同じように働き、税を払い、ドイツ人と同じ権利（選挙権、同一労働同一賃金など）を付与するという形で統合していくことが望ましい。

Ｓ：外国人の流入は、企業が低賃金を求める動きとは別の要因か。

Ｄ：私〈左翼党市本部役員〉の家族は1959年にシュツットガルトに移住してきたが、当時の父の収入はドイツ人の３分の１、母の収入は２分の１だった。現在のドイツでは男女賃金格差が15～20％ある。ドイツ国籍をとらない、取れない外国人もいる。国籍取得の条件は８年以上の居住及び労働、生活保護を受け取ったことがない、ドイツ語ができることだ。私は未だに国籍が取得できない。左翼党員であるためだ。国籍はなくてもＥＵ内のギリシャ出身だから、地方議会の選挙権や立候補権はある。

